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(57)【要約】
【課題】
　筒内噴射型内燃機関において、燃焼室の壁面に燃料が
付着することで悪化する排気，燃費，出力を改善する必
要があった。
【解決手段】
　弁座と、弁体である弁ロッドと、ソレノイドと、前記
弁ロッドに嵌合し、前記弁ロッドに対し軸方向に可動で
ある可動子と、ソレノイドとを有し、前記ソレノイドに
通電することにより、可動子が吸引されると共に前記弁
ロッドを弁座から離して開弁する燃料噴射弁の制御装置
であって、前記燃料噴射弁が取付けられる内燃機関の一
行程ないしは一サイクルに複数回燃料噴射する分割噴射
を行う場合に、燃料噴射Ｎ１の噴射終了時期と前記燃料
噴射Ｎ１の次の燃料噴射Ｎ２の噴射開始時期との噴射間
隔に応じて、前記燃料噴射Ｎ２の燃料噴射期間を決定す
ることを特徴とする制御装置。
【選択図】図９
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　弁座と、弁体である弁ロッドと、ソレノイドと、前記弁ロッドに嵌合し、前記弁ロッド
に対し軸方向に可動である可動子と、ソレノイドとを有し、前記ソレノイドに通電するこ
とにより、可動子が吸引されると共に前記弁ロッドを弁座から離して開弁する燃料噴射弁
の制御装置であって、
　前記燃料噴射弁が取付けられる内燃機関の一行程ないしは一サイクルに複数回燃料噴射
する分割噴射を行う場合に、
　燃料噴射Ｎ１の噴射終了時期と前記燃料噴射Ｎ１の次の燃料噴射Ｎ２の噴射開始時期と
の噴射間隔に応じて、前記燃料噴射Ｎ２の燃料噴射期間を決定することを特徴とする制御
装置。
【請求項２】
　前記噴射間隔は、ソレノイドへの電流を停止してから前記弁座と弁ロッドとが当接する
までの時間よりも長くすることを特徴とする請求項１記載の制御装置。
【請求項３】
　前記燃料噴射期間の決定は前記噴射間隔と噴射応答遅れによる燃料量の低下量との関係
から演算することを特徴とする請求項１記載の制御装置。
【請求項４】
　前記噴射間隔は、分割噴射の回数に応じて決定することを特徴とする請求項１記載の制
御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は内燃機関の燃料噴射弁及びその制御方法に関し、特に燃料噴射弁（インジェク
タとも称す）によって燃料を直接燃焼室に供給する筒内噴射型内燃機関（筒内噴射型エン
ジンとも称す）の燃料噴射装置および制御回路装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　筒内噴射型内燃機関における始動時に発生する有害排出ガスの一つとして、未燃燃料で
あるハイドロカーボン（ＨＣ）が挙げられる。特に、内燃機関始動後の冷機運転時には、
ＨＣを浄化する触媒（三元触媒）が活性化されていないため、内燃機関から排出されるＨ
Ｃは浄化されず、大気中に排出されてしまう。このため、始動時には、内燃機関から排出
されるＨＣを低減することが要求される。筒内噴射型内燃機関の場合、冷機始動時に機関
から排出されるＨＣの発生要因の一つとしては、シリンダ壁面やピストン冠面への燃料付
着が考えられる。筒内噴射型内燃機関の場合、筒内へ直接燃料を噴射するため燃料付着が
発生し、特に、冷機状態では、付着燃料が気化されず、未燃燃料としてＨＣが内燃機関か
ら排出されると考えられる。
【０００３】
　このような背景において、特許文献１では、インジェクタから１回に噴射される燃料を
数回に分割して噴射し、燃料噴霧の貫徹力を低下させることで内燃機関のシリンダ壁面や
ピストン冠面への燃料付着を抑制して、内燃機関の排気を向上する技術が開示されている
。
【０００４】
【特許文献１】特開平１１－６２６８０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、特許文献１に記載のような分割噴射により燃料噴霧の貫徹力を低下させる場合
、可動子の弁座やストッパに対する衝突動作を緩和し、閉弁動作時に弁体が弁座に衝突す
ることで弁体が跳ね返り発生するいわゆる２次噴射を防止する機構を備えたインジェクタ
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では、噴射信号に対する燃料噴射の応答遅れが起こり、分割噴射した各燃料量を均等に分
割することが出来ず、燃料噴霧の燃料量に偏りが生じるという問題があった。そのため、
分割噴射した各噴霧のうち、燃料量が多くなっている噴霧の貫徹力は大きいため、シリン
ダ壁面やピストン冠面への燃料付着が発生するという課題が存在する。
【０００６】
　本発明の目的は、筒内噴射型内燃機関において、１回に噴く燃料を数回に分割して、非
常に短い間に近接的に噴射をした際、燃料噴射信号に対する噴射遅れを補正し、分割噴射
した各燃料量を精密に制御することで、燃料の壁面付着を抑制し、内燃機関の排気，燃費
，出力の向上を実現するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するために、本発明の一手段として、燃料噴射装置により燃焼室内に燃
料を直接供給する筒内噴射型内燃機関を制御する制御装置において、燃料噴射装置は電磁
弁により駆動し、燃料噴射装置を制御して１回に噴く燃料を数回に分割して噴射するとと
もに、電磁弁への通電時間を、係数により補正し、前記係数は直前に通電した通電終了時
期との噴射間隔により決定されるように制御した。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、可動子が弁ニードルに対して軸方向可動となる構造により、可動子の
弁座やストッパに対する衝突動作（跳ね返り）を緩和する、いわゆる２次噴射防止機構を
取入れたインジェクタにおいて発生する噴射応答遅れを補正し、分割噴射した際の燃料噴
射の間隔により変化する燃料量を精密に制御することができる。その結果、燃料の分割噴
射により燃料噴霧の貫徹力を低減することができ、燃料の壁面付着を顕著に抑制すること
ができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　本発明が実施される筒内噴射内燃機関の一例を図１に示す。
【００１０】
　筒内噴射内燃機関１はシリンダヘッド２とシリンダブロック３と、シリンダブロック３
内部を往復運動するピストン４を備えている。点火プラグ５は、シリンダヘッド２と、シ
リンダブロック３と、ピストン４とで囲まれた燃焼室１１の中央部に配置される。燃焼室
１１内部に直接燃料を噴射供給するインジェクタ６は、燃焼室内に設けられた２つの吸気
弁９の間に配置される。
【００１１】
　シリンダヘッド２には燃焼室１１に通じる吸気管７と排気管８とが形成され、燃焼室１
１と吸気管７および排気管８とをつなぐ流路は、それぞれ吸気弁９と排気弁１０とで開閉
する。
【００１２】
　吸気弁９の上部に取付けられた吸気側バルブリフタ１２が、吸気カム１５によって押圧
されリフトすることにより、吸気弁９が開閉駆動する。吸気カム１５は吸気側カムシャフ
ト１４に取付けられる。
【００１３】
　上部に取付けられた排気側バルブリフタ１３が排気カム１７によって排気弁が押圧され
リフトする。排気カム１７は排気側カムシャフト１６に取付けられる。
【００１４】
　図２にインジェクタ６の概略構成を示す。インジェクタ６は、２次噴射防止機構を備え
る。インジェクタ６は、磁界発生用のソレノイド１８と、ソレノイド１８により発生した
磁界により吸引される可動子１９と、弁ロッド２０（プランジャロッド）と、弁座２１（
オリフィスプレート）と、弁ロッド戻しばね２２と、可動子戻しばね２３と、ストッパ２
４とから構成される。可動子戻しばね２３よりも弁ロッド戻しばね２２のほうがばね定数
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が大きくなるように設定されている。
【００１５】
　インジェクタ６は、弁ロッド戻しばね２２が弁ロッド２０を弁座側に付勢されることで
閉弁している。
【００１６】
　ここで可動子戻しばね２３は、板ばねを使用しても良い。
【００１７】
　図３に筒内噴射内燃機関１の概略構成を示す。
【００１８】
　吸気管７には、吸入される空気を浄化するエアクリーナ２５，吸気流量を測定するエア
フローセンサ２６，吸気流量を制御する電子制御スロットル２７，吸気管内部の脈動を抑
制するサージタンク２８が具備される。
【００１９】
　また、排気管３０の１番気筒と４番気筒との集合部および２番気筒と３番気筒との集合
部にそれぞれ空燃比センサ３１が、また各気筒すべての排気管が集合している部分に排気
温度センサ３２が取付けられ、この下流には排気浄化用の触媒３３，触媒の温度を測る触
媒温度センサ３４が具備される。
【００２０】
　エンジンコントロールユニット（以下、ＥＣＵ２９）は、双方向性バスを介して相互に
接続されたマイクロプロセッサ（ＣＰＵ１０１）と、リードオンメモリ（ＲＯＭ１０２）
と、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ１０３）と、入力回路１０４と、入出力ポート１０
５とから構成されている公知のマイクロコンピュータである。
【００２１】
　図４に示すようにＥＣＵ２９は、筒内噴射内燃機関１に取付けられたクランク角度セン
サ，吸気管圧力センサ，エアフローセンサ２６，スロットル開度センサ，水温センサ，空
燃比センサ３１等の各種センサの入力信号を入力回路１０４を介して、入出力ポート１０
５と接続されており、筒内噴射内燃機関１の状態を判定する。
【００２２】
　入出力ポート１０５に送られた値は、ＲＡＭ１０３に保管され、ＣＰＵ１０１で演算処
理される。演算処理内容を記述した制御プログラムは、ＲＯＭ１０２に予め書き込まれて
いる。制御プログラムに従って演算された各アクチュエータの作動量を示す値は、ＲＡＭ
１０３に保管された後、入出力ポート１０５内の出力ポートに送られ、各駆動回路を経て
各アクチュエータに送られる。本実施形態の場合は、駆動回路として、電子制御スロット
ル駆動回路１０６と、インジェクタ駆動回路１０７と、点火出力回路１０８とがある。各
回路は、それぞれ、電子制御スロットル２７，インジェクタ６，点火プラグ５と接続され
ており、筒内噴射内燃機関１の状態に合わせて吸気量制御，燃料噴射期間制御，点火時期
制御をしている。
【００２３】
　図５～図７はインジェクタ６の燃料噴射前（閉弁時）から燃料噴射中（開弁時），噴射
終了直後（閉弁直後）の内部構成の概略を拡大した図である。
【００２４】
　図５は、燃料を噴射していない閉弁時におけるインジェクタ６の状態を模式的に表現し
た概略図である。インジェクタ６が閉弁状態の時には、弁ロッド２０が弁ロッド戻しばね
２２により弁座２１に押し付けられる。さらに、弁ロッド戻しばね２２は可動子戻しばね
２３と比較してばね定数が大きいため、可動子戻しばね２３により開弁することは通常な
い。
【００２５】
　図６は、燃料を噴射している状態におけるインジェクタ６の内部状態を模式的に表現し
た概略図である。図６に示すように、燃料噴射時（開弁時）には、ＥＣＵ２９からの指令
によりインジェクタ６のソレノイド１８に駆動電流が入力される。そして、入力された駆
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動電流によって磁界が発生し、可動子１９がソレノイド１８側に吸引される。可動子１９
と弁ロッド２０とは互いに引っかかるように形成されているため、弁ロッド２０は可動子
１９と共に、弁ロッド戻しばね２２の付勢力に抗して引き上げられる。この際、可動子１
９，弁ロッド２０のリフト量はストッパ２４により制限される。以上のように、ソレノイ
ド１８へ通電して可動子１９が吸引されることで、弁ロッド２０と弁座２１との間に隙間
が生じてインジェクタ６は、開弁状態となり、図示しない高圧ポンプにて加圧された高圧
の燃料が燃焼室１１に噴射される。
【００２６】
　図７は、開弁状態から、ソレノイド１８への駆動電流を停止することでインジェクタ６
を閉弁させたとき（閉弁直後）におけるインジェクタ６の内部状態を模式的に表現した概
略図である。図７に示すように、ソレノイド１８に入力されていた駆動電流がなくなると
、ソレノイド１８にて作られていた磁界が消滅し、可動子１９をストッパ側へ引き上げて
いた吸引力が無くなる。この際、弁ロッド２０は、弁ロッド戻しばね２２により弁座２１
に付勢されているため、可動子１９と共に弁座側へ押し下げられる。弁ロッド２０は、弁
ロッド戻しばね２２にて押し下げられると弁座２１に当接して停止する。一方、可動子１
９は、弁ロッド２０に対して軸方向に可動可能な構造となっている。従って、弁ロッド２
０が弁座２１に当接して停止した後も、可動子１９自身が持つ慣性力（運動エネルギー）
によって、図５に示す可動子１９の位置からさらに下方へと可動子戻しばね２３を弾性変
形させながら移動する。可動子１９の運動エネルギーは可動子戻しばね２３を弾性変形さ
せることに使用されるため、弁ロッド２０の弁座２１への衝突が緩和され、弁ロッド２０
の跳ね返りが無くなり、２次噴射を抑制することができる。このダンパ作用は２次噴射の
抑制に極めて高い効果を示す。この機構を２次噴射防止機構と呼ぶ。
【００２７】
　しかし、一行程ないしは一サイクルの間に複数回の噴射を行う分割噴射を行う場合、燃
料噴射を停止直後に、再び、燃料噴射を行う必要がある。それゆえ、図５に示す燃料噴射
前のソレノイド１８と可動子１９との距離Ｘ１と比較して、図７に示すソレノイド１８と
可動子１９との距離Ｘ２が離れている状態で、インジェクタ６のソレノイド１８へ駆動電
流を供給することになる。従って、可動子１９が弁ロッド２０を引き上げて、開弁状態に
するまでの応答時間が長くなり、燃料噴射応答遅れが発生することになる。そのため、燃
料量が低下し、分割噴射時の燃料量の偏りを生じさせることとなる。特に、分割噴射同士
の時間間隔が短い近接分割噴射の場合にこの偏りは顕著となる。
【００２８】
　図８は、分割噴射をした際の噴射燃料の変化を示した一例である。図８の上図に、イン
ジェクタ６のソレノイド１８へ供給する電流信号を示す。１回目の噴射を行うための電流
を示す第１噴射信号パルス３５と２回目の噴射を行うための電流を示す第２噴射信号パル
ス３６とは同じパルス幅に設定する。第１噴射信号パルス３５の終了と第２噴射信号パル
ス３６の開始との間の時間間隔を噴射間隔３７と定義する。噴射信号パルスがインジェク
タ６に入力されている期間、ソレノイド１８へ駆動電流が通電され、可動子１９が弁ロッ
ド２０を弁ロッド戻しばね２２に抗して引き上げ、図６に示す開弁状態となる。
【００２９】
　ここで、図８下図に示すように噴射間隔３７（横軸）が変化すると、分割噴射の２回目
以降の噴射で要求される要求燃料量に基づいて設定された同一幅の第２噴射信号パルス３
６に対して、実燃料噴射量（第２噴射燃料量：縦軸）が変化することが解る。これは、図
７で説明したように、第１噴射信号パルス３５による燃料噴射が終了し、弁ロッド２０が
弁座２１に当接した閉弁動作直後は、可動子１９が下方へと可動子戻しばね２３を弾性変
形させながら移動している期間にあたるためである。つまり、可動子１９を吸引するソレ
ノイド１８と可動子１９との距離が、時間とともに変化する閉弁直後の期間での噴射間隔
３７の変化は、第２噴射信号パルス３６の入力開始時期が変わることにつながり、ソレノ
イド１８が可動子１９の吸引を開始する距離が変わることになる。可動子１９の位置によ
って、弁ロッド２０が引き上げられるタイミングが変化するため、燃料噴射の応答遅れが
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起こる要因となり、結果的に第２噴射信号パルス３６による燃料量が、要求燃料量に対し
て低下することになる。
【００３０】
　また、噴射間隔３７が非常に小さい場合、第１噴射信号パルス３５の終了後、弁ロッド
２０が弁座２１に当接する前に、第２噴射信号パルス３６が再びソレノイド１８へ入力さ
れる。この場合、インジェクタ６が閉弁する前に、再度、開弁するように弁ロッド２０が
駆動されるため、第１噴射信号パルス３５と第２噴射信号パルス３６による燃料噴射は、
分割されずにつながった状態となる。図８の下図に示すように、噴射間隔３７が０からＴ
１までの区間が、上記の状態を示している。以上のことから、分割噴射をする場合には、
インジェクタ６の特性に応じて、Ｔ１以降に噴射間隔を設定することが必要である。
【００３１】
　図８の下図において、噴射間隔３７がＴ１からＴ２の区間は、可動子１９が閉弁時の状
態から可動子戻しばね２３を弾性変形させながら弁座２１へ移動している状態である。こ
のときに、第２噴射信号パルス３６が入力された場合の燃料噴射量を示しており、時間の
経過とともにソレノイド１８と可動子１９との距離が遠くなるため、燃料量は低下してい
く区間となる。
【００３２】
　更に、噴射間隔Ｔ２からＴ３の間は、可動子１９が可動子戻しばね２３を弾性変形させ
ながら弁座側へ移動し終わり、弁座側に下がりきった状態から、可動子戻しばね２３によ
り可動子１９がソレノイド１８の方へ押し戻され、可動子１９が閉弁時の位置に戻ってい
く期間である。このときに、第２噴射信号パルス３６が入力された場合の燃料噴射量を示
しており、時間の経過とともにソレノイド１８と可動子１９との距離が近くなるため、第
２噴射燃料量が要求燃料量に近づいてくる期間である。
【００３３】
　以上から分かるように、図８に示した噴射間隔３７と噴射応答遅れによる燃料量の低下
は、可動子１９とソレノイド１８との距離が変化することにより起こるため、規則性があ
り、噴射間隔３７により推定できる。そのため、図８に示す分割噴射時の噴射間隔３７と
燃料量の低下の関係から補正係数を決定し、その補正係数にて、ソレノイド１８を駆動す
るための噴射信号パルスを補正することで、近接分割噴射時の燃料量を精密に制御するこ
とができる。つまり、第２噴射信号パルス３６のパルス幅を補正し、噴射応答遅れ分だけ
第２噴射信号パルス３６を長くすることで、要求燃料量を噴射するものである。
【００３４】
　図９は、分割噴射に対して、噴射間隔３７により決定した補正係数により噴射応答遅れ
を補正し、燃料量補正制御を実施した一例である。この実施例では、図８と同様に、燃料
噴射の分割回数は２回である。図９の上図では、時間に対する第１噴射信号パルス３５と
補正後第２噴射信号パルス３８を示している。点線で示した第２噴射信号パルス３６は、
噴射間隔３７に応じた補正を行わない場合である。図９の上図に示す補正後第２噴射信号
パルス３８は、図８に示した噴射間隔３７と第２噴射燃料量との関係から求められる補正
係数により、第２噴射信号パルス３６を補正し、応答遅れ分だけパルス幅を長く設定して
いることを示す。
【００３５】
　ここで、図８の下図に示す関係から噴射間隔３７がＴ１からＴ２の区間では、噴射間隔
３７が長くなるに従い、噴射パルス幅の補正量は長くなる。また、噴射間隔３７がＴ２か
らＴ３の区間にかけては、噴射間隔３７が長くなるに従い、噴射パルス幅の補正量は短く
なり、噴射間隔３７がＴ２の場合に、噴射パルス幅の補正量が最大となる。本実施例にお
いては分割噴射を二分割としているが、３回以上の場合であっても、２回目以降の噴射に
ついて同様の補正をすることが望ましい。
【００３６】
　図１０は分割噴射時に、噴射間隔により変化する燃料量を補正する際のＥＣＵ２９にお
ける制御ブロック図の一例を示している。インジェクタ６におけるソレノイド１８へ入力
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する噴射信号パルスは、ＥＣＵ２９にて演算された要求燃料量に基づき決定される。先ず
、パルス幅決定手段１０９にて、ＥＣＵ２９のＲＯＭ１０２にマップ化され記憶されてい
るインジェクタ６のパルス幅に対する噴射量マップを用いて要求燃料量からソレノイド１
８へ供給する噴射信号パルスを決定する。次に、パルス幅補正量決定手段１１０にて、分
割噴射時の噴射間隔ΔＴと燃料量の低下を補正するパルス幅補正係数αの補正係数マップ
１１０を用いて、設定された噴射間隔ΔＴからパルス幅補正係数を決定し、パルス幅決定
手段１０９にて決定された噴射信号パルスと前記パルス幅補正係数から最終的な分割噴射
時の補正後パルス幅を決定する。
【００３７】
　図１１は吸気行程を想定した、近接分割噴射制御ルーチンを示すフローチャートの一例
であり、以下、図１１に基づき分割噴射制御を説明する。
【００３８】
　制御が開始されるとステップＳ１１において、筒内噴射内燃機関１に取付けられた各セ
ンサから機関の回転数，冷却水の温度，排気ガス温度，空燃比，吸気流量，触媒温度が読
み込まれる。
【００３９】
　次にステップＳ１２に進み、燃料の分割噴射の必要があるか判別される。ここで燃料の
分割噴射が必要な場合とは、例えば冷間始動時が挙げられ、燃料噴霧が燃焼室１１のシリ
ンダ壁面やピストン冠面に付着することで排気が悪化するような場合である。
【００４０】
　分割噴射が要求されない場合はＳ２１に進み、１回噴射制御処理へと進む。
【００４１】
　Ｓ１２で分割噴射が必要と判断された場合、Ｓ１３に進み、Ｓ１１により読み込まれた
吸気流量，空燃比などの値から、必要とされる全燃料量を演算する。
【００４２】
　次に、Ｓ１４に進み、燃料噴射の分割回数，噴射時期が決定される。分割回数の決定は
、Ｓ１３により演算された全燃料量とＳ１１により読み込まれたエンジンの状態により決
定され、燃料噴霧が燃焼室１１の壁面へ付着しないように、燃料噴霧の貫徹力を十分低減
できる分割回数を決定する。具体的には、Ｓ１１から読み込んだ各種センサの値をもとに
、エンジンの状態を判定し、エンジンの状態から１回に噴く燃料量をいくつ以下にする必
要があるかという関係を予めＥＣＵ２９のＲＯＭ１０２にマップ化し記憶させ、これを読
み込むことで１回の燃料量を決定する。Ｓ１３で必要とされる全燃料量が演算されている
ので、これをＳ１４で決定した１回の燃料量で割ることで、分割回数が決定される。
【００４３】
　噴射間隔の設定は、本実施例では分割回数により決定するようにした。具体的には、分
割回数が多い場合には、噴射間隔を短く設定し、分割回数が少ない場合には長く設定する
。分割回数が多い場合には、噴射間隔が長くなると、最終的な噴射終了時期が遅くなるこ
とになる。そのため、燃料噴射終了から点火までの燃料の気化時間が短くなり、液体燃料
の残存による排気の悪化、混合気分布の不均質による燃焼の悪化を招く可能性があるため
である。分割回数と噴射間隔の関係はＥＣＵ２９のＲＯＭ１０２にマップ化し記憶されて
おり、これを読み込むことで決定する。
【００４４】
　次に、Ｓ１５に進み、噴射パルス幅を決定する。これは、Ｓ１４で分割回数を決定する
際に、１回に噴射する燃料量を決定しているため、この値と、ＥＣＵ２９のＲＯＭ１０２
にマップ化し記憶されているインジェクタ６のパルス幅に対する噴射量マップを読み込む
ことで１回に噴射するパルス幅を決定する。
【００４５】
　次に、Ｓ１６に進み、分割噴射時の２回目以降の噴射にかかる応答遅れに起因する燃料
量の変化を補正するため、補正係数の決定と、補正後の噴射パルス幅を決定する。具体的
には、ＥＣＵ２９のＲＯＭ１０２にマップ化し記憶されている分割噴射時の噴射間隔と燃
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料量の低下を補正する補正係数マップ１１０により、補正係数を決定し、Ｓ１５にて決定
した噴射パルス幅を補正することで最終的な分割噴射時の補正後パルス幅を決定する。Ｓ
１５，Ｓ１６におけるＥＣＵ２９内部の制御ブロックの概要は、図１０に示した通りであ
る。
【００４６】
　次に、Ｓ１７に進み、ＥＣＵ２９のＲＯＭ１０２にマップ化し記憶されている燃料の噴
射開始時期を読み込み、決定する。分割回数が多い場合、噴射間隔を短くしても、全燃料
の噴射期間は長くなる。そのため、燃料噴射終了から点火までの燃料の気化時間が短くな
るため、分割噴射時の噴射開始時期は、噴射の終了時期を考慮し、１回噴射の噴射時期と
比較すると早め（進角側）に設定される。この時のエンジン状態とは、具体的には、燃焼
室１１の温度が低く、燃料が気化しにくい条件である冷間始動時、或いは燃料の気化時間
が相対的に短くなる回転数が高い運転条件などである。
【００４７】
　次に、Ｓ１８に進み、Ｓ１４で決定した分割回数と噴射間隔、Ｓ１６で補正した噴射信
号パルス幅、Ｓ１７で決定した噴射開始時期により分割噴射を実行する。
【００４８】
　図１２は、燃料噴射を１回に設定した場合における、燃焼室１１の燃料噴霧挙動の一例
である。噴射した燃料は貫徹力が大きいため、燃焼室１１の壁面へ付着する。付着した燃
料は、特に冷間始動時には気化しにくいため、ＨＣの発生要因となり排気の悪化を招く。
ＨＣは燃焼には寄与しない未燃燃料であることから、燃費の悪化にもつながる。さらに、
シリンダ壁面への燃料の付着は、シリンダ壁面を潤滑しているオイルを希釈するため、シ
リンダ壁面の摩擦抵抗の増加を招き、機関の耐久性を低下させる。また、筒内噴射型内燃
機関では、燃焼室１１に直接燃料を噴射することで、気化冷却により吸気時の筒内温度を
下げることで充填効率を上げ、出力を向上することができるが、壁面に燃料が付着した場
合には、壁面の熱を奪い燃料が気化することになるため、燃焼室１１の温度を下げること
ができず、気化冷却効果による十分な出力の向上を実現できない。
【００４９】
　図１３は、第１噴射と第２噴射の噴射信号パルスのパルス幅を同じ長さに設定して噴射
させた分割噴射である。噴射信号に対して、第２噴射は応答遅れが起きるため、第１噴射
燃料量に比較して、第２噴射燃料量が少なくなる。そのため、空燃比センサ３１により検
知される空燃比の値は、第２噴射燃料量が低下する分だけ減少し、設定値とずれるため、
ＥＣＵ２９からのフィードバック制御により１回目と２回目の燃料噴射信号パルスの両方
にパルス幅を増幅するように制御する。そのため、均等に燃料量を分割できず、燃料噴霧
の貫徹力を十分に低減することができないため、燃料の壁面付着が発生する。
【００５０】
　図１４は、本発明を適用し、噴射間隔により噴射信号パルスを補正することで、２回目
以降の燃料量の低下を補正した近接分割噴射を実施した場合における、燃焼室１１の燃料
噴霧挙動の一例である。第１噴射燃料量と第２噴射燃料量を均等に分割できるため、燃料
噴霧の貫徹力を低減し、燃料の壁面付着を抑制できる。そのため、特に冷間始動時にはＨ
Ｃの発生を抑制し、排気を向上することができる。さらに、シリンダ壁面へのオイル希釈
がないため、機関の耐久性を低下させることがない。また、気化冷却効果により充填効率
を上げられるため、出力を向上することができる。
【図面の簡単な説明】
【００５１】
【図１】筒内噴射型内燃機関の概略図。
【図２】２次噴射防止機構を備えたインジェクタの一例。
【図３】筒内噴射型内燃機関の概略構成図。
【図４】エンジンコントロールユニット（ＥＣＵ）。
【図５】燃料噴射前（閉弁時）のインジェクタの内部概略図。
【図６】燃料噴射時（開弁時）のインジェクタの内部概略図。
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【図７】燃料噴射終了直後（開弁直後）のインジェクタの内部概略図。
【図８】噴射応答遅れ発生時の燃料噴射量と噴射間隔との関係。
【図９】補正係数により噴射信号パルスを補正した場合の燃料噴射量。
【図１０】ＥＣＵ内での分割噴射時のパルス補正のイメージ図。
【図１１】分割噴射時の制御ルーチンの一例を示すフローチャート。
【図１２】燃料１回噴射時のシリンダ筒内燃料挙動。
【図１３】噴射応答遅れにより燃料量に偏りが生じた近接分割噴射時のシリンダ筒内燃料
挙動。
【図１４】噴射応答遅れを補正係数により補正した近接分割噴射時のシリンダ筒内燃料挙
動。
【符号の説明】
【００５２】
１　筒内噴射内燃機関
２　シリンダヘッド
３　シリンダブロック
４　ピストン
５　点火プラグ
６　インジェクタ
７　吸気管
８　排気管
９　吸気弁
１０　排気弁
１１　燃焼室
１２　吸気側バルブリフタ
１３　排気側バルブリフタ
１４　吸気側カムシャフト
１５　吸気カム
１６　排気側カムシャフト
１７　排気カム
１８　ソレノイド
１９　可動子
２０　弁ロッド
２１　弁座
２２　弁ロッド戻しばね
２３　可動子戻しばね
２４　ストッパ
２５　エアクリーナ
２６　エアフローセンサ
２７　電子制御スロットル
２８　サージタンク
２９　ＥＣＵ
３０　排気管
３１　空燃比センサ
３２　排気温度センサ
３３　触媒
３４　触媒温度センサ
３５　第１噴射信号パルス
３６　第２噴射信号パルス
３７　噴射間隔
３８　補正後第２噴射信号パルス
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１０１　ＣＰＵ
１０２　ＲＯＭ
１０３　ＲＡＭ
１０４　入力回路
１０５　入出力ポート
１０６　電子制御スロットル駆動回路
１０７　インジェクタ駆動回路
１０８　点火出力回路
１０９　パルス幅決定手段

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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